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トーセイグループは、「あらゆる不動産シーンにおいて新たな価値と感動を創造する」を企業理念としています。環境問題、社会的課題が深刻化する今、企業活動を通じ

て持続可能な社会を実現していくことこそが世の中から求められる「新たな価値の創造」であると認識しております。気候変動問題が世界共通の喫緊の課題となる中、

脱炭素社会、循環型社会の実現にむけて企業が果たすべき責任も大きくなり、サステナビリティ経営への要請はより一層高まっております。

このような環境のもと、2019年1月にトーセイグループESG方針、ESG行動指針を制定し、推進体制を整備いたしました。また、2020年からは国連が定める持続可能な

開発目標「SDGs」（Sustainable Development Goals）の達成に向けて当社グループが果たすべき役割を認識し、事業活動を推進しています。

当社グループは、6事業のポートフォリオ経営を通じた企業成長を目指しております。なかでも既存資源の活用と環境負荷の低減に寄与する不動産再生事業、省エネ化

やIOT導入など環境配慮や快適性向上に資する取り組みを進める開発事業を成長ドライバーとしながら、安定事業と位置付ける賃貸事業、ファンド事業、管理事業、ホ

テル事業においても、ESG方針ならびにESG行動指針に基づいた環境問題、社会的課題へのアプローチに努めてまいります。

2020年以降の新型コロナウイルス感染症拡大によって、人々の価値観やライフスタイルの多様化はさらに進みました。トーセイグループはこれからも社会環境の変化に

柔軟に対応しながら、あらゆるステークホルダーの皆さまにとって存在価値のある企業であり続けられるよう、サステナビリティに配慮したESG経営の実践に努めてま

いります。

代表取締役社長

山口 誠⼀郎

トップコミットメント
Top Commitment
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トーセイグループは2023年11月にサステナビリティ推進におけるマテリアリティ（重要課題）を特定し、当社グループとして優先的に取り組むべき重要課題・テーマを

定めました。また、2024年1月に長期ビジョン2032および中期経営計画「Further Evolution 2026」を策定し、サステナブルな社会の実現に貢献すべく、総合不動産会

社としてさらなる進化を目指す旨を公表いたしました。

事業活動においては、気候変動問題をはじめとする環境問題、多様性、防災、地域活性などの社会的課題を意識した商品企画、サービス提供によるサステナビリティ施

策の推進を目指します。また、経営インフラにおいては、サステナビリティに配慮した事業マネジメント、コーポレート・ガバナンスのさらなる充実に取り組んでまい

ります。

これらの取り組みを円滑に進めるため、サステナビリティ委員会が中心となり、グループ会社を含めた関係部署の取り組み状況を把握し、連携を図りながら着実に計画

を達成できるよう努めてまいります。

取締役専務執行役員

サステナビリティ委員会委員長平野 昇

サステナビリティ委員会委員長メッセージ
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トーセイグループは、企業活動を通じて持続可能な社会の実現に貢献すべく、「トーセイグループ ESG方針・ESG行動指針」を定め、サステナビリティ委員会を中心とし

たESG推進体制を整備してサステナビリティに配慮したESG経営の実践に努めてまいります。

トーセイグループは、グローバルな発想を持つ心豊かなプロフェッショナル集団として、あらゆる不動産シーンにおいて新たな価値と感動を創造することを存在意義と

しており、環境（Environment）・社会（Social）・企業統治（Governance）を経営の重要事項と認識し、不動産にかかわる社会的課題に真摯に取り組むことで社会に

貢献するとともに、グループの持続的な成長を目指してまいります。

制定：2019年1月

方針・規程

サステナビリティに関する考え方

トーセイグループ ESG方針

ESG行動指針

1.健全な成長を実現する事業活動の推進

経営環境の変化に迅速かつ的確に対応し、健全な成長を実現する事業活動を持続することにより、あらゆるステークホルダーに対する社会的責任を果たします。コーポ

レート・ガバナンスの充実および内部統制システムの構築に向けて全社一丸となって体制の強化に努めます。

2.法令・諸規則の遵守

環境、社会、企業統治に関連する法令および諸規則の遵守はもとより、知識向上、理解促進を目的とした社内研修、社外への啓蒙活動を行います。

3.不動産の価値を高める取り組み

当社のあらゆる事業活動において、不動産の有効活用および地域社会の活性を目途として当該不動産が抱える諸問題の解決、付加価値の向上を目指した事業活動を推進

します。

4.環境に配慮した事業活動の推進

低炭素社会の実現を目指し、保有不動産のエネルギー効率を高める施策の導入を推進します。水や廃棄物などの削減およびリデュース・リユース・リサイクルを推進す

ることにより、循環型社会の実現に向けて積極的に取り組みます。

5.保有不動産を通じたテナント・地域・コミュニティへの貢献

本行動指針に基づく取り組みを実践するため、保有不動産等のテナント企業やプロパティ・マネジメント会社等の取引先、居住用不動産の入居者との協働に努め、地

域・コミュニティとの共生を図ります。

6.顧客満足の向上

いつもお客さまの視点に立ち、安全と安心に根ざした商品・サービスの提供に努め、誠実に事業活動を行い、顧客満足度の向上に取り組みます。

7.従業員満足の向上

人を経営の根幹とし、心豊かなプロフェッショナルを育成し続けます。さまざまな背景を持つ多様な人材が、互いを尊重し、チームワークを重視して働く、楽しく前向

きな社風をつくり、従業員満足度の向上に努めます。

8. ESG情報の開示

ESGに関する目標を開示するとともに、取り組み状況を定期的にモニタリングし、その実績についてホームページ等を通じてステークホルダーの皆さまへ公表します。
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サステナビリティ関連方針

トーセイグループ倫理規範

トーセイグループ人権方針

トーセイグループ環境ポリシー

トーセイグループ健康経営方針

サステナビリティ経営の全体図
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https://toseicorp.co.jp/sustainability/governance/compliance/#anchor-5
https://toseicorp.co.jp/sustainability/social/human-rights/#anchor-2
https://toseicorp.co.jp/sustainability/environment/management/#anchor
https://toseicorp.co.jp/sustainability/social/health-safety/#anchor-2


当社グループは、サステナビリティ委員会を設置し、ESGに関する方針や活動計画の審議、決定などを行っています。

同委員会は、執行役員社長が任命するサステナビリティ推進責任者（取締役専務執行役員平野 昇）を委員長として、そのサステナビリティ推進責任者が指名する者にて

構成され、トーセイの各関連部署および各グループ会社の代表者が参画しています。同委員会にて審議した内容は定期的に取締役会に報告し、各関連部署および各グル

ープ会社と連携することで事業活動に反映しています。

推進体制

サステナビリティ推進体制

サステナビリティ委員会

委員長 取締役専務執行役員 平野昇

委員 委員長が指名する者で構成(トーセイの各関連部署および各グループ会社の代表者)

事務局 経営企画本部(広報・サステナビリティ推進部)

サステナビリティ委員会の役割

当社グループのサステナビリティ経営推進に向けた方針の策定

サステナビリティ推進に係る年間活動計画の立案・各施策の推進

各施策や各部門の活動進捗のモニタリング・助言・指導

取締役会報告をはじめとする経営層との連携

ESGに関する教育・研修
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ESG研修の実施

当社グループでは、従業員のサステナビリティリテラシー向上を目的として、サステナビリティ委員会の事務局を務めている経営企画本部広報・サステナビリティ推進

部が主管となり、全グループ会社の従業員を対象としたESG研修のほか、新卒社員やサブマネージャー昇格者向けの研修、若手社員を中心とした社会貢献プロジェクト

メンバー向けの研修を実施しています。

社内浸透への取り組み

グループESG研修コンテンツの一例
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トーセイグループでは、当社グループの企業価値向上と持続可能な社会の発展のため、優先的に取り組むべき重要課題を特定しています。

気候変動問題をはじめとする社会、環境課題に対する企業への取り組み要請は、今後ますます高まっていくことが確実となる中で、持続可能な社会の発展のため、社

会、環境課題の解決に資するとともに、企業の持続的な成長に向けてESG 経営を推進するべく、より一層、取り組みを加速させていきます。

環境との共生

主な機会 主なリスク

トーセイグループの重要課題（マテリアリティ）

重要課題（マテリアリティ） 重要課題（マテリアリティ）特定のプロセス

重要課題（マテリアリティ）

1.気候変動への対応と循環型社会の推進

商品サービス力の向上（脱炭素、省エネ、省資源、防災等）

既存ストックの活用促進、廃棄物削減

環境認証等による性能の見える化

気候変動のさらなる進行、自然災害の増加

GHG排出や災害、資材不足によるコスト上昇
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関連するSDGs 関連リンク

環境との共生

主な機会 主なリスク

取り組み

遊休社宅活用 再生可能エネルギーの活用 レジリエンス強化

省エネ化、再エネ活用

防災、減災対応

資源の有効活用

気候変動への対応（Scope1・2・3算出、GHG排出量削減、再エネ化推進）

再生可能エネルギーの活用

保有不動産、受託不動産におけるレジリエンス強化

遊休社宅活用

TCFD提言に基づく情報開示

気候変動への対応

2.環境配慮型のものづくり・サービスの提供

商品サービス力の向上（脱炭素、省エネ、省資源、防災等）

既存ストックの活用促進、廃棄物削減

環境認証等による性能の見える化

相対的な商品価値の低下

市場からの評価を得られなくなる可能性の上昇

全館LED工事の推進 ZEHの開発

取り組み
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https://toseicorp.co.jp/sustainability/environment/climate/
https://toseicorp.co.jp/sustainability/environment/climate/#anchor-7
https://toseicorp.co.jp/sustainability/social/product-service/#anchor-4
https://toseicorp.co.jp/sustainability/environment/resources/#anchor-5
https://toseicorp.co.jp/sustainability/environment/tcfd/
https://toseicorp.co.jp/sustainability/environment/climate/


関連するSDGs 関連リンク

社会課題への対応

主な機会 主なリスク

取り組み

ハード・ソフト両面の環境性能向上、見える化

不動産の再生、開発における環境負荷軽減

中古オフィスビルの全館LED工事の推進

テナントと協働した省エネルギーの推進

再生物件における太陽光パネル・蓄電池設置

開発物件におけるZEHの開発・省エネ設備導入

気候変動への対応

3.多様な人材が個性を生かして健やかに働ける環境

多様な価値観、人材の活躍による新たな商品、サービスの開発や提供

従業員の生産性向上や定着による企業成長

差別やハラスメント等の発生

新たな事業機会の逸失、人材流出

東京レインボープライドへの協賛 健康増進プログラムの推進

多様な人材の活躍

多様な働き方の推進

働きがいの追求

人権の尊重

心身の健康増進

女性の活躍推進

LGBTQへの取り組み

時短勤務・時差出勤の導入

在宅勤務の導入

グループ企業理念に基づく人材育成

労働問題への対応

ハラスメント防止に向けた取り組み

健康増進プログラムの実施
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https://toseicorp.co.jp/sustainability/environment/climate/#anchor-12
https://toseicorp.co.jp/sustainability/environment/climate/#anchor-13
https://toseicorp.co.jp/news/2024/20240208_770.html
https://toseicorp.co.jp/sustainability/environment/climate/#anchor-10
https://toseicorp.co.jp/sustainability/environment/climate/
https://toseicorp.co.jp/sustainability/social/diversity/#anchor-5
https://toseicorp.co.jp/sustainability/social/diversity/#anchor-6
https://toseicorp.co.jp/sustainability/social/diversity/#anchor-7
https://toseicorp.co.jp/sustainability/social/diversity/#anchor-7
https://toseicorp.co.jp/sustainability/social/human-resource/#anchor-7
https://toseicorp.co.jp/sustainability/social/human-rights/#anchor-5
https://toseicorp.co.jp/sustainability/social/human-rights/#anchor-6
https://toseicorp.co.jp/sustainability/social/health-safety/#anchor-8


関連するSDGs 関連リンク

社会課題への対応

主な機会 主なリスク

取り組み

関連するSDGs 関連リンク

社会課題への対応

主な機会 主なリスク

労働安全衛生・健康経営

人権

働き方・ダイバーシティ

人材育成

4.安心安全に配慮した商品・サービスの品質向上

商品・サービスの品質向上

顧客やサプライヤーとの良好な関係構築

事故や健康被害等の発生

サプライチェーンにおける労働災害等発生

業務品質向上大会の実施 ISO9001の取得

お客さまの安心安全

従業員、サプライヤーの安心安全

品質管理・品質向上の取り組み

従業員の安全衛生

サプライチェーンマネジメント

労働安全衛生・健康経営

品質管理

5.地域コミュニティの創出・再生・活性化

事業活動、保有不動産を通じた地域コミュニティの活性 事業エリアの治安や地域経済の悪化
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https://toseicorp.co.jp/sustainability/social/health-safety/
https://toseicorp.co.jp/sustainability/social/human-rights/
https://toseicorp.co.jp/sustainability/social/diversity/
https://toseicorp.co.jp/sustainability/social/human-resource/
https://toseicorp.co.jp/sustainability/social/quality/#anchor-3
https://toseicorp.co.jp/sustainability/social/health-safety/#anchor-6
https://toseicorp.co.jp/sustainability/social/quality/#anchor-4
https://toseicorp.co.jp/sustainability/social/health-safety/
https://toseicorp.co.jp/sustainability/social/quality/


関連するSDGs 関連リンク

コーポレートガバナンス強化

主な機会 主なリスク

取り組み

関連するSDGs 関連リンク

地域コミュニティの創出 ホテルでのイベント開催

地域コミュニティの再生や創出、活性化

地域経済の活性化

地域社会におけるコミュニティ創出

地域の事業者との連携による地域経済への寄与

商品やサービスを通じた社会的課題の解決

6.健全な企業成長を促すガバナンス

経営品質を高め、持続可能な企業経営を推進

社会的信用を高めあらゆるステークホルダーにとって存在価値のある企業とな

る

企業価値や社会的信用の失墜等

顧客離れや採用難等

ガバナンス高度化

コンプライアンス

リスクマネジメント強化

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

コンプライアンス・リスクマネジメント体制

コンプライアンス・リスクマネジメント体制

コーポレート・ガバナンス

コンプライアンス・リスクマネジメント

取り組み
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https://toseicorp.co.jp/sustainability/social/product-service/#anchor-5
https://toseicorp.co.jp/sustainability/social/product-service/#anchor-3
https://toseicorp.co.jp/sustainability/social/product-service/
https://toseicorp.co.jp/sustainability/governance/corporategovernance/#anchor
https://toseicorp.co.jp/sustainability/governance/compliance/#anchor
https://toseicorp.co.jp/sustainability/governance/compliance/#anchor
https://toseicorp.co.jp/sustainability/governance/corporategovernance/
https://toseicorp.co.jp/sustainability/governance/compliance/


STEP01 社会課題の大まかな把握、当社グループへの影響度調査（2022年11月期）

社会課題を幅広く把握するため、国内外の課題や不動産業界の課題に関連する各種ESGガイドライン（GRIスタンダード、国土交通省の不動産分野の社会的課題に対

応するESG投資促進検討会（「社会的インパクト不動産」の実践ガイダンス）等）およびSDGs等を参考に社会課題の抽出を実施（64項目）

当社グループおよび事業と社会課題の関係性や相互の影響等を整理

STEP02 具体的な社会課題の抽出、社内サーベイの実施（2023年11月期）

整理した社会課題等に、当社グループへの影響およびグループ内での課題の2軸で主要な課題を集約統合（15項目）

集約統合した課題について、当社グループにとっての機会・リスク、社会環境にとっての機会・リスクを具体的に整理し、当社グループとして優先的に取り組むべき

マテリアリティを特定するためのサーベイを実施（サステナビリティ委員会およびグループ会社幹部）

STEP03 社内外のステークホルダーとの対話を実施（2023年11月期）

サーベイの集計結果をサステナビリティ委員会に報告、協議

集計結果およびマテリアリティ案について、外部有識者(CSRデザイン環境投資顧問株式会社)によるピアリングを実施

外部有識者の助言をもとに、マテリアリティ案を作成

STEP04 マテリアリティの特定（2023年11月期）

トーセイグループのマテリアリティを特定

サステナビリティ委員会および取締役による審議を経て、経営会議において協議し、当社グループとして取り組むべきテーマの包含および妥当性を確認・決定

重要課題（マテリアリティ）特定のプロセス

12



STEP05 マテリアリティの適宜見直し（2024年11月期～）

社会情勢ならびに事業環境変化、経営戦略に更新等がある際は、適宜見直しを行う

13
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トーセイグループは、経営環境の変化に迅速かつ的確に対応し健全な成長を実現する事業活動を持続することにより、お客さま、従業員、株主・投資家、取引先をはじ

めとする社会全体のあらゆるステークホルダーに対して、存在意義のあるグループで在り続けたいと考えています。

トーセイグループではあらゆるステークホルダーの皆さまとの対話の機会を設け、さまざまなツールを通じて積極的なコミュニケ―ションを図り、良好な関係の構築に

努めてまいります。

ステークホルダー・エンゲージメント

基本的な考え方 方針 ステークホルダーとの関わり

基本的な考え方

方針

ステークホルダーとの関わり

企業価値向上の基礎となる企業理念

15
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ステークホルダー トーセイグループとの関わり 主な取り組み・コミュニケーション

お客さま トーセイグループは、いつもお客さまの視点に立

ち、安全と安心に根ざした商品・サービスの開

発、提供に努め、謙虚な姿勢を失わず、誠実に事

業活動を行います。

従業員 トーセイグループは「人を経営の根幹とし、心豊

かな真のプロフェッショナル集団を育成し続け

る」という経営理念のもと、人権を尊重し、多様

な人材が個性を生かして健やかに働ける環境の構

築と人材育成に努めます。

取引先 トーセイグループは、安心安全に配慮した商品・

サービスの提供および品質の向上に向け、あらゆ

る取引先の皆さまと公正な取引を行うとともに

サプライヤーの皆さまの安心安全に努めます。

株主・投資家 トーセイグループは、市場取引の公平性や健全性

を重視し、正確かつ迅速に情報を開示するよう

努めます。また、株主・投資家の皆さまとの建設

的な対話を実施し、対話において把握された意見

を経営陣や取締役会に報告・議論し、会社の成

長と企業価値向上に努めます。

国・地域社会 トーセイグループの事業エリアである首都圏を中

心に保有不動産が所在する地域の活性化やコミ

お客さまの安心安全・お客さま満足度の追求

テナント、購入者アンケート

会員向けアンケート

宿泊者アンケート

Webサイトの問合せフォーム等

品質管理

商品やサービスを通じた社会的課題の解決

多用な人材の活躍・働きがいの追求

教育研修、表彰制度

1on1ミーティング

定期的な人事面談

心身の健康増進

衛生委員会

保健師による健康相談会

健康増進プログラム

労働安全衛生・健康経営

働き方・ダイバーシティ

人材育成

安心・安全な商品・サービスの提供

ISO9001

独自の品質管理システム(TOSEI QC10等)

サプライヤーアンケート

業務品質向上大会、不動産ポートフォリオ管理方針

品質管理

労働安全衛生・健康経営

健全な成長を促すコーポレート・ガバナンス

株主・投資家の皆さまとの建設的な対話

株主総会

事業戦略説明会

機関投資家・アナリスト向け説明会

IRミーティング(国内・海外等)

個人投資家向け説明会

各種IRツールによるコミュニケーション

Webサイトの問合せフォーム等

株主・投資家情報

個人投資家の皆さまへ

地域コミュニティの創出・再生・活性化
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ステークホルダー トーセイグループとの関わり 主な取り組み・コミュニケーション

ュニティ形成、自然環境の保全、福祉の充実に資

する活動を行います。また自然災害等の発生時に

は、困難な状況にある方々への支援なども行う

ことを通じて、広く社会に貢献します。

物件の企画・開発等における地域住民や行政等との対話

地域清掃活動をはじめとするボランティア活動

児童養護施設支援や災害復興支援等を通じた交流

ホテル運営等を通じた地域住民との交流

地域社会貢献
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トーセイグループは、昨今の地球環境をとりまく状況の変化、温室効果ガス排出削減など、喫緊の課題に鑑み、不動産事業会社として果たすべき企業の責任を重く受け

止めています。環境への取り組みを強化すべく、2009年4月に「トーセイグループエコ宣言」「エコミッション」を制定し、2022年3月にはそれらを発展させた「トーセ

イグループ環境ポリシー」を取締役会決議により制定しました。

トーセイグループ環境ポリシー

トーセイグループは、環境ポリシーとして以下の5項目を定め、あらゆる企業活動において環境への取り組みを推進します。

当社グループは、サステナビリティ委員会を設置し、ESGに関する方針や活動計画の審議、決定などを行っています。同委員会は、執行役員社長が任命するサステナビ

リティ推進責任者（取締役専務執行役員平野昇）を委員長として、そのサステナビリティ推進責任者が指名する者にて構成されています。審議した内容は定期的に取締

役会に報告し、取締役による監督・指示のもと、トーセイの各関連部署及び各グループ会社と連携することで事業活動に反映しています。環境分野においては、環境法

令等への対応、TCFD対応や保有不動産の省エネルギー推進、第三者評価の取得など環境ポリシーに基づくあらゆる施策に関する審議や進捗管理、指示等を行っていま

す。

環境マネジメント

トーセイグループ環境ポリシー 環境マネジメント体制 マネジメントシステム

トーセイグループ環境ポリシー

1.低炭素社会の形成に向けた取り組みの推進

省エネルギーに資する施策を積極的に導入し、エネルギー使用量や温室効果ガス排出量を削減することで、低炭素社会の形成に寄与します。

2.循環型社会の形成に向けた取り組みの推進

環境汚染の防止およびリデュース・リユース・リサイクルをはじめとする省資源を推進し、水使用量や廃棄物排出量の削減に努め、環境負荷の低減と循環

型社会の形成に寄与します。

3.環境との共生を意識した取り組みの推進

生物多様性に配慮し、自然と調和した都市環境を創出することで、豊かで持続可能な社会の形成に貢献します。

4.環境法規制の遵守・環境保全意識の向上

環境法令・規則を遵守するとともに、環境教育・啓発活動を実施し、グループ社員の環境保全に対する意識向上を図ります。

5.環境コミュニケーションの推進

広く社会に向けて環境への取り組み状況等を開示し、さまざまなステークホルダーとの対話に努めます。

環境マネジメント体制

サステナビリティ委員会
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当社では保有資産を通じて生じる環境への影響を把握した上で、負の影響を軽減すべく、サステナビリティ委員会の指示、監督のもと、独自のPDCAサイクルを通じた改

善に取り組んでいます。

委員長 取締役専務執行委員 平野昇

委員 委員長が指名する者で構成(トーセイの各関連部署および各グループ会社の代表者)

事務局 経営企画本部(広報・サステナビリティ推進部)

マネジメントシステム

PLAN：計画

保有資産のエネルギー使用量、GHG排出量、水使用量等の把握および削減目標の策定

全館LED改修工事による省エネ化推進計画の策定

テナント協働の省エネ対策に向けた啓発活動計画の策定

DO：実行

全館LED工事等の高効率設備導入工事の実施

再生可能エネルギーの導入

サステナビリティガイド、テナントアンケート等を通じた省エネ啓発活動、協力依頼

CHECK：確認

エネルギーモニタリング、LED改修効果測定

テナントアンケート集計、PMBM共有
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※ ISO14001等のEMSは現在導入しておりません

ACTION：改善

サステナビリティ委員会にて効果測定検証やテナントアンケート結果等を審議し、改善施策検討

次年度改修工事計画、啓発活動計画等に反映
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https://toseicorp.co.jp/files/sustainability-environment-tcfd-01.pdf


サステナビリティ委員会は、執行役員社長が任命するサステナビリティ推進責任者(取締役専務執行役員 平野 昇)を委員長とし、委員はサステビリティ推進責任者が指名

する者で構成されています。原則年6回開催され、その審議・活動進捗・報告事項は取締役会に毎月報告される体制となっています。

なお、サステナビリティ委員会は、「気候変動に関連するリスクマネジメント規則」に基づき、リスク・機会の識別・分類・分析・評価を行い、適応と緩和に係る組織

的な施策や対応計画を立案します。取締役会によって承認された施策は、サステナビリティ委員会主導のもと事業戦略等へ連繋され、グループ各社および各社の業務組

織へ指示がなされます。

取締役会は、気候変動に関連するリスクマネジメントに対し最高責任を負い、必要な組織体制を整備するとともに、 これを適切に監督し、必要に応じて指示を行いま

す。また、サステナビリティ委員会が立案し取締役会が承認した各施策に関して、取締役会は委員会からの報告に基づき、必要に応じて施策の見直しや推進体制の改善

指示などを通じて適切にモニタリングを行い、進捗状況について監督します。なお、ESGを所管する常勤取締役の評価・報酬を決定する項目には、気候変動をはじめと

するESG推進目標が設定されています。

将来にわたる気候変動が当社グループの事業に及ぼし得ると想定される影響を把握し、当該影響を当社の事業戦略に反映するため、国際的な機関等が定める将来的な気

候変動シナリオを複数選択し、それぞれの世界像におけるリスク・機会の識別を行いました。シナリオ分析の詳細は以下の通りです。

今回のシナリオ分析では当社グループの全事業を分析対象としています。保有不動産に係る影響については、気候変動の影響が比較的大きいと考えられるアセットクラ

スとしてオフィス・商業施設・戸建住宅・共同住宅・ホテル・物流施設を分析対象とし、１戸あたりの影響額が少ない中古区分マンションは分析除外としました。

シナリオ分析にあたっては、各シナリオパラメータで想定されている気候変動による影響が中長期に出現するという事実を考慮し、2030年（中期）・2050年（長期）を

分析の時間軸としました。

取締役会の役割

気候変動リスクに関する管理・監督機関 取締役会

責任者 気候変動に関連するリスク管理責任者：取締役専務執行役員平野　昇

※ 同責任者は、取締役会で気候変動対応に関連する事項を毎月報告する。

事務局 経営企画本部

戦略

分析対象の設定 シナリオ分析の対象範囲

分析時間軸の設定 シナリオ分析の時間軸
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TCFD提言では、不確実な将来における組織の強靭性の検討に、2℃以下シナリオを含む複数のシナリオの使用を推奨しています。当社グループでは以下の2つのシナリ

オを選択し、検討・分析を行いました。

主に参照したシナリオパラメータ

前提となるシナリオ

1. 1.5℃～2℃上昇シナリオ（移行リスク大、物理的リスク小）

脱炭素に向けた規制や政策の強化がされ、気候変動への対策が進接し、2100年に気温上昇が1.5～2°C程度となるシナリオ。企業の気候変動対応が強く求められ、未対応

の場合は、顧客流出やレピュテーションリスク上昇が発生し移行リスクは高まる一方、気候変動による災害の激甚化や増加が一定程度抑制されるなど、物理的リスクは

相対的に低い。

2. 4℃シナリオ（移行リスク小、物理的リスク大）

気候変動対策が十分になされず、産業革命前の水準からの気温上昇が2100年に4°C程度まで上昇するシナリオ。自然災害の激甚化、海面上昇や異常気象の増加が想定さ

れるなど、物理的リスクは高まると想定。この影響を受け、BCP対応が優れた製品・サービスの競争力は高まるものと思料。一方、政府による規制強化がなされないな

ど、移行リスクは低くなる。

公表機関・組織 1.5～2℃シナリオ 4℃シナリオ

移行リスク IEA (国際エネルギー機関) -

物理的リスク IPCC（気候変動に関する政府間パネ

ル）

NGFS（気候変動リスク等に係る金融

当局ネットワーク）

WEO2020;

Sustainable Development

Scenario (SDS)

WEO2021~WEO2024；

Net Zero Emissions by 2050 (NZE)

ETP2017;

Beyond 2℃Scenario (B2DS)

IPCC第6次報告書;

IPCC SSP1-2.6

IPCC第6次報告書;

IPCC SSP5-8.5

NGFS (climate-impact-explore

RCP8.5)
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TCFD提言で分類された2つの気候関連リスクおよび機会（移行リスクおよび機会、物理的リスクおよび機会）に基づき、前述した2つのシナリオごとに、当社事業にお

いて影響度が大きいと想定される主要なリスクおよび機会を特定しました。また、識別したリスク・機会について、国際機関等が公表しているパラメータを用い、財務

的影響度を評価しました。なお、当社グループへの影響度は東証の適時開示の重要性基準を目安とし、定性的な判断を加味して４段階評価（大・中・小・極小）として

おります。詳細は以下の通りです。

シナリオ分析に基づくリスク・機会の特定、および財務的影響度の評価

各シナリオにおいて想定される世界像
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※ 財務的影響は、2025年8月時点で取得できる社内データに基づき計算

移行リスクによって当社グループが受けうる財務的影響は、特に「中期～長期」の時間軸で、脱炭素社会（1.5～2℃シナリオ）への移行に伴う社会変容、具体的には、

政府の各種規制強化（炭素税導入やZEH/ZEB水準の義務化、省エネ性能表示の義務化など）により、具現化するという結果となりました。

当社グループは、本社ビルや自社運営ホテルの電力を再生可能エネルギー由来の電力へ切り替えていくほか、社内の省資源、省エネルギーに向けた取り組みの推進によ

り、自社グループのGHG排出量削減を進めてまいります。また、サプライヤーや請負業者等と連携・協働し、建築時のGHG排出量削減に向けて取り組むとともに、新築

案件におけるZEH/ZEB開発の推進や、既存建物の環境仕様への改修、環境不動産認証の取得、テナントへの意識啓蒙等を進めていくことにより、バリューチェーン全体

でのGHG排出量削減に取り組み、リスクの最小化・機会の最大化を目指してまいります。

分類 項目・内容 時間軸

財務的影響

1.5℃～

2℃シナ

リオ

4℃シナ

リオ

規制/

政策

炭素税導入 中期～長

期

極小 極小

GHG排出規制の強化 中期～長

期

中 小

省エネ性能表示の義務化 中期～長

期

中 極小

リスク

炭素税や炭素価格が導入され、GHG排出量に比例して操業コストが上昇する

リスク

規制強化により、新築するオフィスやマンション、戸建住宅においてZEH(M)/ZEBの義務化

が進むと、開発コストが増加する

規制強化により、既存ビルの脱炭素対応（ZEB Readyレベルへの改修）が義務化され、改

修コストが増加する

機会

ZEB化対応技術の普及により工事単価が低減されることが想定され、ZEB化対応によるコス

ト増を緩和できる可能性がある

リスク

省エネ性能表示の義務化によって環境性能への意識が高まり、省エネ性能が低すぎる不動

産の資産価値や賃料収入が減少する

機会

環境不動産の需要が高まり、環境認証取得物件もしくは環境配慮改修を施した物件の資産

価値や賃料収入が高まる可能性がある

分析結果および当社グループのレジリエンス

移行リスク・機会
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※ 財務的影響は、2025年8月時点で取得できる社内データに基づき計算

物理的リスクによって当社グループが受けうる財務的影響は、特に「中期～長期」の時間軸で、気候変動対策が十分になされない社会（4℃シナリオ）における異常気

象の激甚化やサプライチェーンの混乱等により具現化するという結果となりました。

当社グループは、物件の仕入時に浸水被害リスクを含めた総合的な観点で投資判断を行うほか、定期的にハザードマップで保有ポートフォリオの浸水リスク状況を確認

し、ポートフォリオの見直しや保険加入、物件のBCP対策を適切に講じることにより、リスクの最小化・機会の最大化を目指してまいります。

また、サプライヤーや請負業者等と連携・協働し、サプライチェーンの強靭化や、建設現場の安全衛生・生産性向上 に取り組んでまいります。

前述のシナリオ分析結果を鑑み、リスクを最小化し機会を最大化するべく、当社グループは以下のような対応策を経 営戦略および財務計画に織り込み、推進・検討して

まいります。

分類 項目・内容 時間軸

財務的影響

1.5℃～

2℃シナ

リオ

4℃シナ

リオ

急性 異常気象の激甚化 短期～中

期

極小 中

慢性 海面上昇 中期～長

期

極小 極小

労働生産性の低下 短期～長

期

極小 極小

サプライチェーンの混乱 中期～長

期

極小 中

リスク

洪水による浸水リスクが高いエリアに立地する物件において、投資家のリスクプレミアム

上昇により価格評価（資産価値）が低下する

洪水被害が頻発化し、修繕コストが増加する

機会

建物のBCP対策の強化により、リスクが最小化し、商品の市場競争力が高まる

リスク

海面上昇により、慢性的に既存ビルが浸水・水没する

リスク

猛暑となり、屋外作業が主となる建設工事の生産性が低下し、建築コストが増加する

リスク

異常気象の増加によるサプライチェーンの混乱や石油依存による資材価格の高騰、運輸コ

ストの上昇により、建築コストが増加する

分析結果および当社グループのレジリエンス

シナリオ分析結果を踏まえた当社の戦略・対応策

物理的リスク・機会
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主な取り組み

気候変動に関連するリスクマネジメントを主管するサステナビリティ委員会は、グループ横断的なサーベイランスを年に１度定期的に実施し、その結果に基づいて気候

関連リスク・機会を特定します。洗い出された気候関連リスク・機会は、国際的な機関等が定める将来的な気候変動に関する複数の想定（シナリオ）のもと、「発生可能

性」と発生した場合の「影響度」の2つの尺度で評価され、分析結果は実施の都度、取締役会に報告されます。なお、当該分析における気候関連リスク・機会は以下の

定義に基づきます。

1.移行リスク

低炭素社会へ移行することに伴うリスクであり、気候変動に対処するための政策や法令による規制のほか、技術開発や市場動向、市場における評価等の変化によっても

たらされるリスク

2.物理的リスク

気候変動によってもたらされる災害等による急性的または慢性的な被害にさらされるリスク

不動産再生ビジネスによるCO2排出量削減

再生可能エネルギーの活用

不動産ファンド・コンサルティング事業におけるGHG排出量削減への取り組み

脱炭素・低炭素物件の開発

既存建物における全館LED工事の推進

リスク管理

気候関連リスクと機会を識別・評価するプロセス

(ⅰ)現在の規制（政策・法律） 気候変動の悪影響に関連する行動を規制しようとする政策の変容に関するリスク

(ⅱ)新たな規制（政策・法律） 気候変動への適応を促進することを目指す政策の変容に関するリスク

(ⅲ)技術 気候変動に関連し当社グループの各事業に関係する材やサービスの供給者において変化や進化が想定され

る技術面でのリスク

(ⅳ)訴訟 気候変動に関連して、当社グループによるリスク対応に起因して訴訟を提起されるリスク

(ⅴ)市場 気候変動に関連して、低炭素・脱炭素に社会が移行することに伴って、当社グループ各社の事業に関係す

る市場が変化することによるリスク

(ⅵ)評判 気候変動に関連して、当社グループに関係する顧客、投資家、各種の供給者、地域、行政などからの評判

が変化するリスク

主な取り組み
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特定されたリスク・機会のうち、トーセイグループが組織的に対応すべき項目について、サステナビリティ委員会は項目ごとに対応計画を策定し、取締役会がこれを承

認します。なお、対応計画は、リスクマネジメントの基本的な枠組みである「回避」「受容」「低減」「移転」の考えに基づき策定されます。承認されたリスクの対応計画

の実行については、取締役会の監督のもと、サステナビリティ委員会の指示に基づいてトーセイおよびグループ各社の各業務執行体制において実行されます。また、サ

ステナビリティ委員会は、グループ各社および各社の業務組織への指示等を通じて、事業戦略等への連繋を主導します。

トーセイグループの一元的かつ横断的なリスク管理は、取締役会直属のリスク・コンプライアンス委員会が担い、グループのリスク管理に関する基本的事項の実践やリ

スク顕在化に伴う経営危機発生時の対応、グループの事業を取り巻くさまざまなリスクを統括管理しています。全社リスクの中で特に重要性が高く、TCFDの提言による

枠組みに基づき管理すべき「気候変動リスクおよび機会」については、取締役会の監督の下、サステナビリティ委員会が主管します。リスク・コンプライアンス委員会

はサステナビリティ委員会による各種施策上の要請に応じて、その実践を補佐、支援することで、全社リスクの統合的な管理をしています。

トーセイグループは、世界全体の1.5℃未満目標達成のため、Scope1・２における2050年度温室効果ガス排出量ネットゼロを掲げています。また、中期的な削減目標と

して、2022年度を基準年として、以下のように削減を進めてまいります。

※ 当社グループから排出される温室効果ガスは、営業所・自社運営ホテルにおいて使用する都市ガスおよび社用車等で使用するガソリンの使用によって当社から直接排出される温室効果ガス

（Scope1）と、本社・営業所・自社運営ホテルの電気使用、本社の地域熱使用に伴って間接的に排出する温室効果ガス（Scope2）で構成されております。

(ⅰ)資源効率 当社グループ各社の事業活動上の資源効率の改善に関連する機会

(ⅱ)エネルギー源 当社グループ各社の事業活動に必要となるエネルギーを低炭素エネルギー源にシフトすることによる機会

(ⅲ)製品およびサービス 当社グループ各社の製品やサービスの低炭素化や気候適応によって生じる機会

(ⅳ)市場 当社グループ各社が低炭素経済への移行に伴って新たな市場への進出等を果たしうる機会

(ⅴ)対応力(レジリエンス) 当社グループ各社が気候変動に対応するための多様な適応能力を高めることによって生じる機会

気候関連リスクと機会を管理するプロセス

全社リスク管理への統合状況

指標・目標

温室効果ガス（GHG）削減目標の開示項目

基準年 2022年度(2021年12月～2022年11月)

削減対象※ Scope1：燃料の燃焼等、事業者自らによる温室効果ガス直接排出

Scope2：電気・熱・蒸気使用に伴う温室効果ガスの間接排出

目標年・削減割合 長期目標：2050年度ネットゼロ

中期目標：2030年度までに基準年比50％削減

3.機会
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※ を付したデータは、独立した第三者機関である株式会社サステナビリティ会計事務所の保証を受けています。

保証報告書：2024年度 / 2023年度 / 2022年度

※ 2021年度の数値は、2021年10月に連結子会社となったプリンセスグループについて、算入対象外としています。

※ 当社グループではCO2以外のGHG(フロンガス等)は極めて微量のため除外し、CO2のみを算定・報告しています。

※ GHG排出係数は環境省・経済産業省公表「電気事業者別排出係数」に基づき、対象ビルが使用している電気事業者の排出係数を使用しています。

※ 2024年11月30日時点

温室効果ガス（GHG）排出量実績

項目[単位]

2022年度実

績

(基準年)

2030年度目

標

(目標年)

2021年度実

績

2022年度実

績

2023年度実

績

2024年度実

績

GHG(CO2)

排出量

[t-CO2]

Scope1 480 - 197 480 583 776

Scope2 3,289 - 1,696 3,289 2,714 2,485

Scope1+

Scope2合計

3,769 1,885 1,893 3,769 3,296 3,261

基準年比較削減率

(Scope1+Scope2合計)

- -50% - - -12.5% -13.5%

対象範囲の延床面積[㎡] 61,561 - 49,112 61,561 73,722 72,505
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2015年のパリ協定以降、気候変動問題は地球規模の喫緊の課題であり、環境問題への取り組みの必要性は世界各国の共通認識となっています。気候システム全般にわた

る最近の変化の規模と、気候システムの多くの側面における現在の状態は、数百年から数千年の間、前例のなかったものとなっています。2021年に公表されたIPCC第６

次評価報告書では、人為起源の気候変動は、世界中の全ての地域で、多くの気象や気候の極端現象に既に影響を及ぼしていること、向こう数十年の間に温室効果ガスの

排出を大幅に減少しない限り自然災害の激甚化や頻発化などを引き起こすことが警告されており、21世紀中に世界の平均気温の上昇を産業革命以前に比べて2℃さらに

は1.5℃未満に抑えることが求められています。世界各国で温室効果ガス排出量の削減に向けた取り組みが進められており、日本においても、日本政府の「2050年カーボ

ンニュートラル宣言」以降、脱炭素社会実現に向けた動きが加速しています。

このような中、トーセイグループは、気候変動問題は自然環境と社会構造に劇的変化をもたらし、当社の経営とビジネスに重大な影響を与える課題であると認識し、自

然災害による不動産価値の低下や政府の環境規制強化等により、当社グループの事業活動や戦略、財務計画に大きな影響を与える可能性があると考えています。トーセ

イは、トーセイグループESG方針・行動指針を定め、現中期経営計画『Further Evolution 2026』においても環境・社会的課題への取り組みを掲げています。引き続き、

サステナビリティに配慮したESG経営の実践に努め、企業活動を通じた持続可能な社会の実現および脱炭素社会の形成への貢献を目指してまいります。

トーセイグループESG方針

トーセイグループは、グローバルな発想を持つ心豊かなプロフェッショナル集団として、あらゆる不動産シーンにおいて新たな価値と感動を創造すること

を存在意義としており、環境（Environment）・社会 （Social）・企業統治（Governance）を経営の重要事項と認識し、不動産にかかわる社会的課題に真

摯に取り組むことで社会に貢献するとともに、グループの持続的な成長を目指してまいります。

当社は2021年11月に「TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）提言」への賛同を表明するとともに、国内賛同企業による組織である「TCFDコンソーシアム」に

加入しています。TCFD提言に基づいて気候変動が事業にもたらすリスクと機会を分析し、より一層の情報開示の充実に努めます。

注：TCFD（Task Force on Climate-related Financial Disclosures）は、2023年10月12日にその任務を終えて解散し、企業の気候関連開示の進捗状況の監督機能は、国

際財務報告基準の策定を担うIFRS財団に引継がれています。

気候変動への対応

気候変動問題に対する当社認識 TCFD提言への賛同 目標と実績 主な取り組み

気候変動問題に対する当社認識

TCFD提言への賛同

TCFD提言に基づく情報開示
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目標（2022年度～）

長期目標 2050年度ネットゼロ

中期目標 2030年度までに基準年比50%削減

対象 トーセイグループのScope1・2

基準年 2022年度

※ を付したデータは、独立した第三者機関である株式会社サステナビリティ会計事務所の保証を受けています。

保証報告書：2024年度 / 2023年度 / 2022年度

※ 2021年度の数値は、2021年10月に連結子会社となったプリンセスグループについて、算入対象外としています。

※ 当社グループではCO2以外のGHG(フロンガス等)は極めて微量のため除外し、CO2のみを算定・報告しています。

※ GHG排出係数は環境省・経済産業省公表「電気事業者別排出係数」に基づき、対象ビルが使用している電気事業者の排出係数を使用しています。

※ 2024年11月30日時点

目標（2024年度～）

目標 エネルギー使用量原単位（原油換算kl/㎡）を前年度より1%削減

対象範囲 トーセイグループ※

※ トーセイグループ：トーセイ保有固定資産のうち実質的にエネルギー管理権原を有する不動産ポートフォリオ

GHG（CO2）排出量目標

GHG（CO2）排出量実績

項目[単位]

2022年度実

績

(基準年)

2030年度目

標

(目標年)

2021年度実

績

2022年度実

績

2023年度実

績

2024年度実

績

GHG(CO2)

排出量

[t-CO2]

Scope1 480 - 197 480 583 776

Scope2 3,289 - 1,696 3,289 2,714 2,485

Scope1+

Scope2合計

3,769 1,885 1,893 3,769 3,296 3,261

基準年比較削減率

(Scope1+Scope2合計)

- -50% - - -12.5% -13.5%

対象範囲の延床面積[㎡] 61,561 - 49,112 61,561 73,722 72,505

エネルギー使用量目標

⽬標と実績
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目標（2018年度～2023年度まで）

長期目標 2023年度までにエネルギー使用量原単位を5%削減

短期目標 エネルギー使用量原単位を1年間で1%削減

対象範囲 トーセイ保有の固定資産

基準年 2018年度

※ 2023年度までの対象範囲は、取得が1年に満たない物件・区分所有物・販売用不動産を除くトーセイ保有の固定資産です。

2024年度以降の対象範囲は、トーセイ保有固定資産のうち実質的にエネルギー管理権原を有する不動産ポートフォリオで、省エネ法届出対象物件となります。

※ 床面積原単位の計算において、入居率は考慮していません。

※ 基準年は2023年度までの旧目標における基準年（2018年度）です。現目標において基準年はございません。

※ 2024年11月30日時点

再生

当社グループの主力事業である「不動産再生」は、既存不動産を活かすことで資源の保全につながり、CO2排出量削減にも貢献しています。

例えば、既存建物を建て替えずに100年活用することで、Scrap and Buildモデルと比較してTOSEI Value - Upモデルは工事で発生するCO2排出量を約54%も削減できま

す。（当社試算による）

エネルギー使用実績

項目[単位] 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

エネルギー

使用量

総量

[kl]

3,251 3,528 3,415 3,758 4,522 4,581 3,230

使用量原単

位

[kl/㎡]

0.046 0.038 0.036 0.032 0.032 0.032 0.031

基準年比較削減率(使用量原単

位)

- -18% -21% -31% -30% -29% -

前年比較削減率(使用量原単

位)

- - - - - - -3%

対象範囲の延床面積[㎡] 70,664 93,957 93,957 117,982 140,002 141,306 102,905

主な取り組み

不動産再生ビジネスによるCO2排出量削減
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前提条件

新築したオフィスビル（延床面積10,000㎡、鉄骨鉄筋コンクリート造）を100年間（※1）維持することを想定

※1 100年間までの躯体延命にあたっては、躯体の中性化診断とその処置が対応できているものとする。また、中性化診断とその処置に係る工事のCO2排出量は考慮していな

い。

再生 開発

新築およびバリューアップの商品企画時には、物件の特性に合わせて環境配慮型設備の採用を検討し、省エネルギー、省資源などさまざまな観点から環境商品を積極的

に導入しています。

特に中古不動産を取得後にバリューアップを行う際は、「Eco-friendly（エコロジー＆リサイクル）」、「Well-being（洗練＆快適）」、「Resilience（安心＆安全）」からなる

「3つのValue Up Code」を踏まえ、持続可能な省エネ、省コスト、省資源につながる設備仕様の採用を検討しています。

TOSEI Value - Upモデル

10年ごとに修繕工事（計8回）、30~40年に1回長寿命化工事（計2回）実施

長寿命化工事とは、空調や水回り、エレベーターの整備、節水トイレ設置等を想定した大規模修繕工事

Scrap and Build モデル

10年ごとに修繕工事（計9回）、30~40年に1回既存建物を解体し、同様の建物を新築（計2回）

持続する価値の創造 ～3つのValue Up Code～

Sustainable Value Up
サステナブルバリューアップ

トーセイでは、あらゆる既存物件の個性を生かし、

魅力を高めるため、3つのコードを取り入れた再生に取り組んでいま

す。
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保有ビルのCO2排出量削減に向けて、省エネルギー改修工事に加え、再生可能エネルギーの使用（※）に取り組ん

でいます。

トーセイの本社ビルである田町トーセイビルをはじめ、下記の物件において再生可能エネルギー電力を導入してい

ます。

・田町トーセイビル

・トーセイホテルココネ神田

・トーセイホテルココネ上野

・トーセイホテル＆セミナー幕張

・トーセイホテルココネ浅草蔵前

・トーセイホテルココネ上野御徒町

・トーセイホテルココネ築地銀座プレミア

そのほか、当社の再生事業における再生可能エネルギー活用として、T's eco川崎においてバリューアップ工事の一

環として太陽光パネルおよび蓄電池を搭載し、共用部の一部電力を賄う等エネルギーの地産地消にも取り組んでい

ます。

※ 再生可能エネルギー由来の電力には、再生可能エネルギーに分類される非化石証書の活用を含みます。

ファンド

不動産ファンド・コンサルティング事業では、アセットマネジメント業務を通じて、不動産私募ファンドやREITが保有する建物の省エネ改修や環境不動産認証の取得、

GHG排出量削減に向けた取り組みを推進しています。

2023年11月期は、トーセイ・アセット・アドバイザーズが国内機関投資家と協働し、省エネ改修により建物1棟全体におけるGHG排出量の削減を目指す「Green

×Value Upレジファンド」（以下、本ファンド）を立ち上げました。本ファンドは、中古の賃貸マンションを長期的に保有し、共用部および、空室になった住戸から順

次省エネ改修を施し、建物1棟全体のGHG排出量について、従前からの大幅な削減を目指して運用を行います。改修工事はトーセイがコンストラクションマネージャー

として、環境負荷軽減に焦点をあてたバリューアップを行い、脱炭素社会の実現に寄与する賃貸マンションとして再生します。具体的には、共用部は照明のLED化や人

感センサーの導入のほか、屋上への太陽光発電設備の導入および高反射塗料の塗布等を実施しました。また、専有部では照明やエアコンなどを節電型に変更し、使用エ

ネルギーの見える化および最適化を可能とするHEMS（Home EnergyManagement System）を導入しています。

ファンド

トーセイ・アセット・アドバイザーズは、2013年に国土交通省と環境省が推進する耐震・環境不動産形成促進事業において、一般社団法人環境不動産普及促進機構

（Re-Seed機構）が運営する第1号案件のファンド・マネージャーに選定されました。さらに、2014年、2017年にも、新ファンドを組成しました。

T's eco川崎 太陽光パネル

不動産ファンド・コンサルティング事業におけるGHG排出量削減への取り組み

対象物件外観 太陽光パネル

耐震・環境不動産形成促進事業に参画

再生 開発 賃貸 ファンド ホテル

再生可能エネルギーの活用
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開発

当社グループは、ZEH（ネットゼロエネルギーハウス）基準を満たす住宅の開発に取り組んでおり、2024年11月期はZEHおよび長期優良住宅を12棟供給しました。太陽

光発電や省エネ・節水設備、IOTをはじめとする最先端の住宅設備・システムを導入した商品開発を行っています。今後もこれらの取り組みを継続し、高い省エネ性能

と快適性を兼ね備えた居住環境を提供してまいります。

開発

当社グループの開発物件では、下記の通り、温室効果ガス削減や省エネルギーに資する設備・資材を積極的に採用しています。

賃貸 管理

当社グループは、保有する固定資産へのLED照明の導入を推進しています。これまでに、既存建物13物件において全館LED照明導入の工事を実施し、平均約20～30%電

気使用量を削減しました。電気使用量とコストの削減のほか、照度の改善やメンテナンスの手間も省けることから、テナント満足度向上も期待されます。

第3号案件のスキ―ム図

脱炭素・低炭素物件の開発

ZEH施工例 太陽光発電システム 高性能断熱材 エネルギー計測器

主な環境配慮型設備導入実績

省エネ型給湯器（エコジョーズ・エネファーム） 複層ガラス

LED照明、人感センサー照明 高断熱設計（断熱等性能等級4相当）

高断熱サッシ 太陽光発電システム

雨水利用設備（雨水タンク、保水性インターロッキング） 節水型水栓、節水トイレ

リサイクル素材 屋上緑化・屋上菜園・庭園

電気自動車充電設備

既存建物における全館LED工事の推進
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賃貸 管理

当社が保有するビル（固定資産）に入居する全テナントに対し、ビルの管理運営体制や設備等に関するアンケートを毎年実施しています。アンケートでは、入居ビルの

快適性や設備に関する満足度のほか、清掃状況やトラブル対応、テナントコミュニケーションなど管理サービスに対する評価を「満足～不満」までの5段階尺度で聴取

しています。なお、アンケート結果で得られた定量評価および自由回答での要望等についてはトーセイおよびトーセイ・コミュニティのサステナビリティ委員会で協議

の上、要対応事項については物件担当者による個別対応とその結果について両委員会にてモニタリングするPDCAを実行し、顧客満足度の向上を目指しています。2024

年度は91社にアンケートを実施しました。

賃貸 管理

全館LED工事を実施したビルのテナントに対して、省エネ設備導入による節電メリットをオーナー、テナント双方にて享受するグリーンリース料の設定のほか、物件の

環境パフォーマンス向上の資するさまざまな省エネ活動にオーナーと協働して取り組む意向を定めるグリーンリース契約を締結しています。2024年11月期末時点で新田

倉庫、淡路町トーセイビル等をはじめとする8物件でグリーンリース契約を実施しています。

賃貸 管理

省エネルギー活動のポイント等を示したサステナビリティ・ガイドの配布、省エネ・省資源、ごみの分別、階段利用の促進等を啓発するポスター掲示などを通じて、ビ

ル利用者の省エネ意識向上とエネルギー使用量の抑制に努めています。

新橋フロンティアビル 虎ノ門トーセイビル 成増トーセイビル

テナントアンケート

グリーンリース契約

省エネ啓発活動

省エネ推進ポスター

サステナビリティ・ガイド
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賃貸 管理

当社グループは全館LED照明導入などをはじめとする省エネルギー改修を推進しています。また、「BELS」や「DBJ Green Building認証」など、不動産の環境性能や社

会性を評価する外部認証の取得を推進し、保有資産の価値向上、テナントリーシングに活用しています。

社内のITインフラを整備することで、会議資料や決裁書等のペーパレス化が進んでいます。その他、エアコンに頼らず、扇風機やハロゲンヒーターも併用するなど、地

道な活動を継続しています。また、節水トイレや人感センサー照明など、省資源、省エネにつながる設備も積極的に導入しています。省資源、省エネの推進について

は、年間を通じた継続的な取り組みが重要と考え、社員一人ひとりが実施できる身近なエコ活動を引き続き啓発、実施してまいります。

環境不動産認証取得の推進

取得済の環境不動産認証一覧はこちら

社内の省資源、省エネルギーに向けた取り組み

37



当社グループの環境ポリシーに基づき、生物多様性に配慮し、自然環境の保全や緑化に取り組むことで、自然と調和した都市環境の創出に努めます。また地域のボラン

ティア活動にも積極的に参加し、生物多様性保全に対する社員の意識向上を図ります。

緑化の推進

景観向上や環境負荷軽減のため、中古不動産や開発物件の緑化に取り組んでいます。具体的には、オフィスビルの屋上や壁面、分譲マンションや戸建住宅の敷地内に植

栽を施し、緑あふれる空間を創出しています。なお当社では屋上緑化にも力を入れており、これまでに緑化した面積は、2024年11月末時点で累計4,020㎡となりまし

た。開発中の商業施設やホテルにも導入していく予定です。

植物との共生

当社が再生を手掛けた賃貸マンション「T's garden西寺尾」では、中庭など敷地内に多様な植栽を施し、高木には

樹種が分かるQRコードを取り付けています。暮らしの中で植物とふれあい、四季折々の変化を楽しむことができ

ます。

生物多様性

生物多様性に関する考え方 都市の緑を守る取り組み 生態系を守る取り組み

生物多様性に関する考え方

都市の緑を守る取り組み

事業を通じた取り組み

THEパームス調布マノアーガーデン THEパームス相模原パークブライティア トーセイホテル ココネ上野御徒町

樹種が分かるQRコード
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田町トーセイビルは、1992年に建築された既存ビルを改修した上で、2021年より本社ビルとしてトーセイグループが入居しています。総合設計によりビル周辺にはゆと

りある公開空地および緑地が設けられ、1,300㎡を超える空地の3割以上を緑化し、高木、中木、低木と地被類を多種多様に織り交ぜ、四季折々の変化を楽しめます。ビ

ルの前を流れる運河沿いには野鳥が訪れるなど、都心にありながら豊かな自然を享受できる環境となっています。また、本社ビル5Fと13Fには中庭を設置し、日本庭園

を再現した中庭には池を設えて鯉を飼育しているほか、庭の中木は野鳥の止まり木となり鳥のさえずりが聞こえるなど、ビル内においても緑化や生物多様性に配慮して

います。

2021年3月まで本社ビルとして利用していた虎ノ門トーセイビルの屋上では、ヒートアイランド現象の緩和に加

え、社員の環境に対する意識の向上・グループコミュニケーションの活性化を目指し、屋上菜園を運営していまし

た。季節に合わせた花や野菜を栽培して、"収穫祭"を開催するなど、社員参加型のイベントを通して、従業員の環

境意識向上を図りました。

地域清掃活動『港区アドプト・プログラム』への参加

2022年10月より「港区アドプト・プログラム」に参加、地域清掃活動に取り組んでいます。「港区アドプト・プロ

グラム」は、港区と港区に在住・在勤・在学する団体等が協定を結び、協働して道路・公園等の維持管理を行うも

のです。原則月1回、当社グループ社員が本社周辺の道路や公園のごみ拾い・雑草抜きなどを行っています。当社

グループはこの活動を通じて、本社ビルが所在する港区の環境保全・美化に貢献してまいります。

植樹活動

当社は2009年から2015年まで7年連続で、東京都主催の「海の森」植樹イベントにボランティアとして参加しまし

た。「海の森」とは、東京湾に浮かぶゴミと建設発生土で埋め立てられた中央防波堤内側埋立地に苗木を植え、美

しい森に生まれ変わらせる取り組みで、2021年に開催された東京オリンピック・パラリンピックの競技会場を作る

ための東京都のプロジェクトです。「海の森」は海から都心に向かう風の起点となるとともに、CO2を吸収して地

球温暖化やヒートアイランド現象を抑える効果をもたらすことが期待されており、東京オリンピック・パラリンピ

ックでは、ボートやカヌー競技の会場として使用されました。

公開空地 5F中庭

苗植えの様子

直近の活動実績はこちら

清掃活動の様子

社会貢献活動

2015年度「海の森」植樹イベント

本社周辺緑地

本社周辺における取り組み

39

https://toseicorp.co.jp/sustainability/social/community/#anchor-2


緑の募金

東京都の森林整備や森林ボランティアの育成、子どもたちの森林・環境教育などへの協力を目的とする募金で、当社は2007年から毎年継続して寄付を実施しています。

当社は2009年より清掃ボランティア活動に参加しています。2024年は、葛西海浜公園における漂着ゴミの清掃イベント『西なぎさ発：東京里海エイド』に当社グループ

の社員とその家族53名が参加しました。葛西海浜公園は東京都内で身近に生物多様性を感じることができる貴重なエリアで、2018年にはラムサール条約にも登録されて

いる一方、旧江戸川と荒川からの漂着ゴミに長年悩まされています。同イベントでは、漂着ゴミ発生の原因調査に役立てるため、収集したゴミの種類や量の集計も行い

ました。この活動を通じて、環境的・社会的課題であるゴミ削減や生態系保全に関する社員の意識向上を目指しています。

当社ではマンションや戸建住宅の街づくりにおいて、植栽の充実に取り組んでいます。樹種の選定においては四季折々の変化を楽しむことができるよう工夫を施し、果

樹を含む実のなる木を織り交ぜることで、生物多様性にも配慮しています。また、周辺の自然環境との調和も重視しており、戸建住宅「THEパームスコートひばりが丘」

では、隣接する「西東京いこいの森公園」との緑のネットワークを形成する豊かな植栽を施し、地域の生態系保全にも貢献しています。そのほか、分譲マンション

「THEパームス祐天寺マスタープレイス」では、敷地内広場に既存樹を移植することで、土地の緑を損なうことなく周辺の自然と調和する街並みを創出しています。

生態系を守る取り組み

海岸の清掃ボランティア活動

プラスチックごみ 清掃中の様子 参加者と回収した漂着ごみ

開発物件における取り組み

既存樹の保全 植栽の充実
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トーセイグループは、環境汚染に関する関係法令の遵守ならびに適切な対策を講じることはもとより、「トーセイグループ環境ポリシー」において、環境汚染の防止に

努め、リデュース・リユース・リサイクルをはじめとする省資源を推進し、環境負荷の軽減と循環型社会の形成に向けた取り組みを推進する旨を定めています。

土地や建物の取得を検討する際は、物件購入デュー・デリジェンスフローとして「不動産購入チェックシート」の記入および審査をすべての案件において実施していま

す。取得対象不動産の地歴調査を行い、必要に応じて土壌汚染調査を行っているほか、当該不動産の築年数や構造等によりアスベスト調査をはじめとする有害物質の有

無の検証等を行い、汚染に対するリスクマネジメントを講じています。

土壌汚染対策

物件購入デュー・デリジェンスとして、地歴調査の結果に応じてさらなる汚染状況の調査を行います。その結果、有害物質による汚染を確認した場合は、土壌汚染対策

法に基づく指定汚染土壌処理業者による適切な土壌改良および拡散防止措置を講じた上で開発行為を行っています。

有害物質処理

既存不動産を取得し、改修・解体工事を行う際には、アスベスト調査をはじめ関連法令の遵守のため解体、工事業者との事前確認を十分に行い、アスベストやフロン等

の有害物質飛散を防止する適切な対策を講じた上で、工事を実施しています。保有ビル等にて特別管理産業廃棄物の処理および管理等が必要となった場合は、法令に則

り適切な処理を行います。また開発においては、シックハウス症候群の原因物質であるホルムアルデヒドの放散量が少ないJIS・JAS規格の基準を満たす建材を使用し、

安心・安全な住まいの提供に努めています。

※ 対象範囲：トーセイ株式会社

※ 2024年11月30日時点

ばい煙測定の実施

当社グループでは、大気汚染防止法上の環境基準遵守のため、法令により管理対象となる設備において、定期的なばい煙測定を実施し、排出基準を満たすことを確認し

た上で、該当設備の稼働を行っています。

環境汚染・資源

環境汚染・資源保全に関する考え方 汚染に関する取り組み 廃棄物に関する取り組み 資源に関する取り組み

環境汚染・資源保全に関する考え方

汚染に関する取り組み

リスクマネジメント

項目[単位] 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

PCB廃棄物[t] 0.76 0 0 0 0
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※ 対象範囲はトーセイ株式会社です。

※ 2024年11月30日時点

廃棄物削減に関し、以下の削減目標を設定しています。

目標（2024年度～）

長期目標 2050年度までに廃棄物排出量原単位（kg/㎡）を基準年比15%削減

中期目標 2030年度までに廃棄物排出量原単位（kg/㎡）を基準年比5%削減

対象範囲 トーセイグループの本社ビル

基準年 2022年度

目標（2018年度～2023年度まで）

長期目標 廃棄物量原単位（kg/㎡）を5年間で2.5%削減

短期目標 廃棄物量原単位（kg/㎡）を1年間で0.5%削減

対象範囲 トーセイグループ本社ビル

基準年 2018年度

項目[単位] 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

窒素酸化物(NOX)[g/㎥] 0.086 0.100 0.101 0.054

廃棄物に関する取り組み

廃棄物削減目標
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※ 床面積原単位の計算において、入居率は考慮していません。

※ 2024年11月30日時点

NPO法人エコキャップ推進協会を通じたペットボトルキャップの収集・寄付活動

当社グループは、NPO法人エコキャップ推進協会と協働し、エコキャップ運動に参加しています。田町トーセイビルで使い終わったペットボトルキャップを回収・寄付

することで、再生プラスチック原料へのリサイクルやCO2排出量の削減、医療支援、障がい者・高齢者の雇用促進等、さまざまな側面から社会貢献を推進します。2024

年度は、65.40kgのペットボトルキャップを回収・寄付しました。

テナントコミュニケーションを通じた取り組み

当社が保有する物件に入居するテナントの皆さまに対し、ビルの管理運営体制や設備等に関するアンケートを定期

的に実施し、ニーズの把握に努めています。ゴミの削減や分別、リサイクルについては、分別、リサイクルへの協

力を促すポスターの掲示、分別用ゴミ箱の設置やゴミ置き場にごみの捨て方、分別方法、リサイクルに関する案内

を掲示するなどの取り組みを行っています。

項目[単位]

2022

年度実

績

(基準

年)

2030

年度目

標

(目標

年)

2050

年度目

標

(目標

年)

2018

年度実

績

2019

年度実

績

2020

年度実

績

2021

年度実

績

2022

年度実

績

2023

年度実

績

2024

年度実

績

廃棄物

量

総量[t] 126 - - 60 67 71 100 126 121 107

焼却・

埋立[t]

87 - - 22 23 33 49 87 84 76

リサイ

クル[t]

39 - - 38 44 38 51 39 37 32

原単位

[kg/

㎡]

8.27 7.86 7.03 13.27 14.84 15.70 8.37 8.27 7.95 7.04

基準年比較削減率(原

単位)

- -5% -15% - - - - - -4% -15%

対象範囲の延床面積

[㎡]

15,249 - - 4,515 4,515 4,515 11,986 15,249 15,249 15,249

ゴミの削減・分別・リサイクル

NPO法人エコキャップ推進協会 HPはこちら

廃棄物排出実績

テナント啓発ポスター
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水資源保全への取り組みを推進するにあたり、以下の削減目標を設定しています。

目標（2024年度～）

目標 水使用量原単位（㎥/㎡）を前年度より低減

対象範囲 トーセイグループ※

※ トーセイグループ：トーセイ保有固定資産のうち実質的にエネルギー管理権原を有する不動産ポートフォリオ

目標（2018年度～2023年度まで）

長期目標 水使用量（取水）原単位を5年間で2.5%削減

短期目標 水使用量（取水）原単位を1年間で0.5%削減

対象範囲 当社保有の固定資産

資源に関する取り組み

水資源保全目標
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※ 排水量は2021年11月期よりモニタリングしています。

※ 2023年度までの対象範囲は、取得が1年に満たない物件・区分所有物・販売用不動産を除くトーセイ保有の固定資産です。

2024年度以降の対象範囲は、トーセイ保有固定資産のうち実質的にエネルギー管理権限を有する不動産ポートフォリオで、省エネ法届出対象物件となります。

※ 床面積原単位の計算において、入居率は考慮していません。

※ 基準年は2023年度までの旧目標における基準年（2018年度）です。現目標において基準年はございません。

※ 2024年11月30日時点

保有物件における節水工事の実施

トーセイグループでは、水資源保全のため、保有するすべての固定資産について、物件個別の修繕計画等に基づき、トイレ等の水回り設備の節水工事を行っています。

なお、大幅な水使用量の削減対策として、一部ビルでは全館の大便器を節水型に改修する工事も実施しています。これまで淡路町トーセイビル、四谷トーセイビル、成

項目[単位] 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

取水 総量[㎥] 87,889 97,198 70,436 83,161 144,712 174,179 201,742

淡水の地表

水[㎥]

0 0 0 0 0 0 0

汽水の地表

水/

海水[㎥]

0 0 0 0 0 0 0

地下水[㎥] 0 0 0 0 0 0 0

上水道[㎥] 87,889 97,198 70,436 83,161 144,712 174,179 201,742

原単位

[㎥/㎡]

1.35 1.23 0.79 0.74 1.05 1.23 1.96

基準年比較削減率(取水量原単

位)

- -9% -41% -45% -22% -9% -

前年比較削減率(取水量原単

位)

- - - - - - ＋59%

排水 総量[㎥] - - 67,674 79,859 141,218 170,256 201,740

淡水の地表

水[㎥]

- - - 0 0 0 0

汽水の地表

水/

海水[㎥]

- - - 0 0 0 0

地下水[㎥] - - - 0 0 0 0

下水道[㎥] - - 67,674 79,859 141,218 170,256 201,740

排水原単位

[㎥/㎡]

- - 0.76 0.71 1.03 1.20 1.96

対象範囲の延床面積[㎡] 65,304 79,079 88,597 112,622 137,499 141,306 102,905

水使用実績
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増トーセイビルにおいて節水改修工事を実施しました。

水ストレス地域における事業活動

当社グループでは、WRI（World Resource Institute)の評価ツールAqueduct（アキダクト）を用いて、当社グループの主たる事業活動地である一都三県(東京都・神奈川

県・千葉県・埼玉県)における水ストレス・水リスクの評価を定期的に実施しています。2024年9月時点において水リスクが「High」以上に分類された地域はありませ

ん。

環境関連法規制の違反・罰金等

2024年度における環境関連法規制（水関連を含む）の違反や事故等に関する罰則、罰金はありません。

当社の不動産再生事業では、既存の建物を活かしてバリューアップを行うため、建て替える場合と比べて環境への負荷が少なく、資源の保全につながります。多種多様

な既存物件の個性を活かし、さらに魅力を高めるため、「Eco-friendly(エコロジー＆リサイクル)」「Well-being(洗練＆快適)」「Resilience(安心＆安全)」を重要な指針と

して再生メニューを検討し、オーナー様、テナント様にとって最適な価値を提供しています。

遊休社宅活用

近年、企業における資産の見直しなどにより社宅が廃止され空き家になるケースが増えており、都市の空き家問題を一層深刻化させる一因となっています。当社では、

使われなくなった社宅を購入し、バリューアップを実施することで、既存の建物を有効活用しながら新たな賃貸住宅としてマーケットに供給する取り組みを行っていま

す。

社員寮として建設され、空き家となっていた当物件。ワンルーム住戸すべてに防音工事を実施したほか、演奏会が

できるラウンジやトランクルームも新設し、音楽愛好者向けの賃貸マンションへと再生させました。

淡路町トーセイビル 四谷トーセイビル 成増トーセイビル

不動産再生事業を通じた取り組み

事例①：防音性能の向上（T-Rhythmic SOKA）

演奏会ができるラウンジ
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ファミリー向け社宅として開発された大型物件でしたが、スタディルーム、キッズルーム、パーティールームの3

つの共用施設を新設し、分譲マンション並みに共用部が充実した賃貸マンションへと生まれ変わりました。

旧社員寮を大規模改修し、シェアハウスとして再生させました。不要になった共同浴室をラウンジに、給湯室をシ

ャワールームにリニューアルするなど、既存のスペースを有効活用しています。

空き家となり廃墟になりかけていた社宅を取得し、「緑の保全」「防災と防犯」「省エネ・省資源」の３つのテーマ

を設定。テーマに沿った設備・仕様を採用したバリューアップを施して「SDGｓ（持続可能な開発目標）」への貢

献を目指しています。

建物全体でエコロジー推進するというテーマを掲げて空の社宅をバリューアップし、共用部・専有部ともにLED照

明の設置などの省エネ機器の導入のほか、屋上に太陽光パネル設置した賃貸マンションとして再生しました。

2018年よりグループ社員の名刺に「LIMEX」という石灰石が原料の新素材を採用しています。この素材は、水や木をほとんど使わないため、環

境に優しい素材です。当社グループは、環境配慮素材に代替することで、紙資源の削減と社員の環境意識向上を目指しています。

広々としたキッズルーム

事例③：シェアハウスへのリニューアル（ARDEN藤が丘）

交流の場となるラウンジ

事例④：防災や緑の保全強化（T's garden西寺尾）

デザイン性と機能性を兼ね備えた中庭

事例⑤：太陽光パネル、蓄電池を導入（T's eco川崎）

屋上に設置した太陽光パネル

社員の名刺に環境配慮の新素材を採用

事例②：共用施設の新設（T's garden北柏）
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当社グループでは、グリーンプロジェクトを資金使途とした借入に対して評価をうける、グリーンローンの活用にも積極的に取り組んでおります。2021年には物流施設

建設に係るあおぞら銀行からの借入金について、日本格付研究所（JCR）よりJCRグリーンローン評価の「Green 1」を取得しています。

2023年12月31日時点

※1 本借入金は物件売却により2023年12月8日に返済しました。

※2 日本格付研究所(JCR)よりJCRグリーンローン評価で最上位となる「Green1」を取得しました。

トーセイ・リート投資法人では、2021年に「グリーンファイナンス・フレームワーク」を定め、JCRより最高評価の「Green 1（F）」を取得し、グリーンボンドを発行

しました。同投資法人はグリーンファイナンスによる資金調達を通じて、ESGへの取り組みを一層強化するとともに、ESG投資に関心を持つ投資家層の拡大を通じた資

金調達基盤の強化を目指しています。

農林中央金庫とのサステナビリティ・リンク・ローン契約締結のお知らせ(2025/4/25)

株式会社三菱UFJ銀行とのサステナビリティ・リンク・ローン契約締結のお知らせ(2025/5/30)

株式会社三菱UFJ銀行とのサステナビリティ・リンク・ローン契約締結のお知らせ(2025/8/29)

株式会社みずほ銀行とのサステナビリティ・リンク・ローン契約締結のお知らせ(2025/8/29)

グリーンローン

項目 内容

充当物件 T's Logi青梅(売却済)

貸付人 あおぞら銀行

借入総額 5,800百万円

調達時期 2021年7月30日

償還時期 2025年6月30日※1

資金使途 物流施設開発のための建設資金等

第三者評価 JCR Green1※2

充当状況 全額充当済

環境改善効果 BELS5つ星評価(2022年10月取得)

グリーンボンド

トーセイ・リート投資法人のグリーンファイナンスの取り組み
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不動産再生・開発事業における金融機関からの資金調達に際し、銀行が「ESGに配慮した経営を行う企業」を評価する融資制度を活用しています。北陸銀行の環境評価

融資制度「エコリード・マスター」では、2010年以降、計13回「Sランク」評価を取得し、金利優遇を受けました。融資制度の環境ランク評価においては、"環境に配

慮した事業活動"や"ESGを意識した取り組み"をグループ全体で推進している点を評価いただきました。そのほか、2021年には三井住友銀行の「ESG/SDGs評価型融資」

で、「良好なESG・SDGsの取り組みと情報開示を実施している」として「Aランク」を取得しました。

その他ESGローン

50

















https://toseicorp.co.jp/sustainability/data/#anchor-16
https://toseicorp.co.jp/sustainability/data/#anchor-16


https://toseicorp.co.jp/sustainability/data/#anchor-16
https://toseicorp.co.jp/sustainability/data/#anchor-16


https://toseicorp.co.jp/sustainability/data/#anchor-16




https://toseicorp.co.jp/sustainability/governance/compliance/#anchor-5
https://toseicorp.co.jp/sustainability/governance/compliance/


https://toseicorp.co.jp/sustainability/data/#anchor-15
https://toseicorp.co.jp/sustainability/data/#anchor-15


https://toseicorp.co.jp/sustainability/data/#anchor-15
https://toseicorp.co.jp/sustainability/data/#anchor-15


https://toseicorp.co.jp/sustainability/data/#anchor-13


https://toseicorp.co.jp/sustainability/data/#anchor-14
https://toseicorp.co.jp/sustainability/data/#anchor-15












https://toseicorp.co.jp/sustainability/data/#anchor-17




https://toseicorp.co.jp/sustainability/data/#anchor-23


https://toseicorp.co.jp/socialmediapolicy/








https://tosei-asset.co.jp/esg/




https://toseicorp.co.jp/sustainability/social/community/#anchor-5










https://ecocap.or.jp/


https://toseicorp.co.jp/sustainability/data/#anchor-18


https://toseicorp.co.jp/files/sustainability-governance-corporategovernance-01-01.pdf
https://pdf.irpocket.com/C8923/A2Jy/JJYM/NLk3.pdf






https://toseicorp.co.jp/corporate/officer/




https://toseicorp.co.jp/files/sustainability-governance-corporategovernance-01-01.pdf






http://www.toseicorp.co.jp/ir/irlibrary/report/
https://toseicorp.co.jp/files/sustainability-governance-corporategovernance-02.pdf


https://toseicorp.co.jp/sustainability/environment/tcfd/#anchor-5




https://toseicorp.co.jp/ir/policy/risk/










https://toseicorp.co.jp/ir/disclosure/
https://toseicorp.co.jp/sustainability/evaluations/


https://www.ftserussell.com/ja/products/indices/blossom-japan
https://www.ftserussell.com/ja/products/indices/blossom-japan
https://toseicorp.co.jp/sustainability/environment/certifications/


https://www.gomez.co.jp/ranking/ir/
https://www.gomez.co.jp/ranking/ir/
https://www.gomez.co.jp/ranking/esg/
https://www.nikkoir.co.jp/
https://www.nikkoir.co.jp/








https://www.toseicorp.co.jp/files/sustainability-data-03.pdf
https://www.toseicorp.co.jp/files/sustainability-data-03.pdf
https://www.toseicorp.co.jp/files/sustainability-data-01.pdf
https://www.toseicorp.co.jp/files/sustainability-data-01.pdf
https://www.toseicorp.co.jp/files/sustainability-data-02.pdf
https://www.toseicorp.co.jp/files/sustainability-data-02.pdf















	目次
	トップコミットメント 
	トーセイのサステナビリティ
	方針・規程 
	推進体制 
	トーセイグループの重要課題（マテリアリティ）
	イニシアチブへの参加 
	ステークホルダー・エンゲージメント

	環境
	環境マネジメント
	TCFD提言に基づく情報開示 
	気候変動への対応 
	生物多様性
	環境汚染・資源
	サステナビリティファイナンス 
	環境不動産認証 

	社会
	労働安全衛生・健康経営 
	人権
	働き方・ダイバーシティ 
	人材育成
	品質管理
	商品やサービスを通じた社会的課題の解決 
	地域社会貢献 

	ガバナンス
	コーポレート・ガバナンス 
	コンプライアンス・リスクマネジメント 
	情報開示 

	外部からの評価 
	（資料編）ESGデータ

